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公共資本の生産力と地域経済成長

羅 洲夢

I はじめに

今日，公共投資の効率的な利用は国にとって重要な問

題となっており，地域における社会資本の経済効果に関

心が高まっている 。日本の高度成長期以降叫 一般的に

公共投資は，短期的には地域経済の活性化に寄与しなが

ら社会資本を形成し，長期的にはその社会資本の生産力

効果により地域経済の発展に寄与したと考えられてき

た。

しかし，本来の公共投資事業は社会資本の整備のため

に行われるべきものであるが，従来の公共投資事業は，

景気対策上の景気浮揚政策あるいは失業救済政策（所得

移転政策）を目的として行われたことが多かったという

批判的な指摘2)もある 。このように社会資本の機能等の

評価が分かれる中で，改めて経済構造変化が本格にな っ

た80年代3)を中心に地域の長期的経済成長における社会

資本が生産活動にいかに貢献してきたかを再検討する必

要があると考える。

こうした公共資本の生産力効果4)マクロ的な研究として

は， 1980年代後半以降に米国で盛んに行われた議論が挙

げられるが，とくに注目を集めたのは， Aschauer(1989) 

の研究である。このAschauer見解を擁護する研究者叫よ，

公共資本の生産力効果が地域の経済成長に大きく貢献

し，公共投資の増加を通じて地域経済成長をけん引する

ことができると主張 した。このようなAschauerの見解6)

は，公共政策に大きな影響を及ぼした。

しかし， 一方ではAschauerのような分析について ，計

量分析上の技術的問題点を取り上げて批判する研究もみ

られる。このような批判的立場の研究においては，長期

的な公共資本の地域経済成長への貢献度を疑問視し，地

域経済成長に貢献する他の要因を重要視す る立場 を取

る。最近に至るまで米国では ，公共資本の生産力効果が実

際に経済成長に貢献するのかどうかについて， Aschauer

の見解と批判者の見解の間に論争が続いてきた。

日本の研究の多くは，批判的な見解からの議論が十分

ではなく， Aschauerの見解に偏った研究が行われてきた。

それらの公共資本の生産力効果に関する議論は，経済成

長との密接な関係が存在するにもかかわらず，成長理論

を含む議論が見当たらない。

本研究の目的は，生産活動における公共資本の生産力

効果めぐる近年の議論を踏まえて，経済成長の観点から

公共資本（公共投資）の生産力効果を明らかにすることで

ある。そこで本研究では，ソローの成長モデルを「新・

成長論門の観点から見直し ，発展させた成長構造モデ

ルを用いて，日本の都道府県における長期的な公共資本

の生産力効果と地域経済成長との関係に頂点を置いて実

証分析を行う 。

成長理論の観点からみた公共資本の生産力効果の先行

研究は ，Holtz-Eakinand Schwartz (1995), Crihfield, 

Giertz, and Mehta (1995), Crihfield and Panggabean 

(1995 a, b)，福田・神谷・外谷(1995)8)などがある。こ

れらのモデルはMankiw,Romer, and Weil(1992)モデルの

フレームに碁づいて展開されてきたといえる 。本研究で

用いる「成長構造モデル」も， Mankiw,Romer, and 

Weil(1992)のフレームを甚にし，国内レベルの地域を対

象に分析したCrihfieldand Panggabean (1995 a)モデルを

用いて展開させたものであるが，産業活動における空間

経済の効率性の観点から公共資本の機能に重点をおいて

考察する。

Il公共資本の生産力効果と地域経済の成長

1 経済成長と公共資本の役割

国民経済における公共投資の一般的機能は，短期的機

能と長期的機能の 2つに分けて考えることができる。ま

ず，短期的な機能は景気や雇用を刺激し，国民所得の上

昇をもたらす経済効果によ って国民経済を安定化させる

ことである。次に，長期的な機能は，生産環境の改善に

より 生産性を向上させ ，より効率的な生産をもたらすこ

とであり ，生活環境の改善により生活の質を向上させる

ことである。 さらに，公共投資により地域間の所得再分

配が行われることである。このような公共投資の様々な

機能の中で，本研究は，公共投資が長期的に機能し，生

産環境の改善により生産性を増加させるかどうかという
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経済分析に重点を置いて考察する。

公共投資の経済分析では，公共投資を受注する建設業

や材料を供給する製造業などへの直接的影響を通じて経

済全体に果す効果を把握するが，これは公共投資の需要

創出に関する「乗数効果」の分析を用いて行われる 。この

効果は長くても数年で消えてしまう短期的な効果であ

る。 しかし ，公共資本の「生産力効果」の分析では ，公

共投資が公共資本に転じ，経済の生産活動を間接的に支

える長期的な効果を把握することができる 。［大河原・

山野(1997)］。

公共資本が企業の生産活動に果たす機能の議論の中

で， Meade(1952)は，公共資本を環境の創出(creationof 

atmosphere)と対価のいらない生産要素(unpaidfactor of 

production)に分けて考えた。すなわち，前者の場合には，

もし労働(L)と民間資本(K)がそれぞれ限界生産力に等し

い対価を得るとすれば，その 2つの生産要素で生産価値

が配分し尽くされる 。後者の場合には，公共資本は生産

活動に働きかけて公共資本の限界生産力を持つ生産要素

として取り扱われ，企業にとっては公共資本の生産要素

について対価を支払わなくても便益を得ることができる

［浅子 ・常木(1994)］。特に，浅子 ・常木(1994)はMeade

の方法を用いて，日本における公共資本の生産力効果に

ついて実証的に分析している叫 また， Hultenand 

Schwab(1991)10)も，公共資本の役割をMeadeの方法を基

に分析している。

日本では投資活動のうちに，公共投資はかなり高い割

合を占めているので，企業にとってストックとしての公

共資本は生産活動に大きな影響を及ぼしてきたと思われ

る。

ところで，ここでは公共資本を議論する際に，用語に

よる混乱を防ぐため，以下の用語の概念を定義しておき

たい。「公共資本」の概念は誰が整備し，整備された資本

を誰が所有するかという観点から資本を分類している 。

それに対して，「社会資本」の概念は，資本が生み出す

サービスの特性に着目 して分類したものである]])。本研

究でいう 「投資」とは，国内総固定資本形成のうち，民

間部門によ って行われるものを「民間投資」，また公的部

門によ って行われるものを「公共投資」とする 。また，民

間投資や公共投資が固定資産として蓄積され，資本スト

ックとなるため，民間部門によって蓄積された固定資産

は「民間資本」，公的部門によ って蓄積された固定資産は

「公共資本」とされる 。 しかしながら ，本稿では， 「公共

資本」と「社会資本」という用語は代替的に用いる。

2 公共資本の生産力効果に関する論争

(1) 公共資本の生産力効果に関する研究

公共資本の生産力効果についての活発な議論は ，1980

年代後半以降に米国で行われてきた。中でも ，とくに注

目を集めたAshauer(1989)の研究12)は，1970年代以降 ，米

国における生産性上昇率の鈍化の原因として公共資本整

備が十分に行われなかったことを指摘し，公共資本は生

産性の決定に重要な役割をもつと結論づけた。

Aschauerの研究以降，彼の見解にそ った公共資本の生

産力効果を確認する多くの研究が行われた。たとえば，

時系列データを用いたものや地域のクロス・セクショ

ン・データを使用したものや生産関数によるもの，また

その双対型である費用関数によるものがあげられる。特

に，公共資本の生産力効果を推計する際に，主として使

われてきた分析方法は， 「生産関数による直接的な推計

方法13)」であ った。

特に，地域レベルでも公共資本の生産力効果に関する議

論が行われてきたが ，その研究の中で生産関数による直

接的な推計方法による研究は，米国のMunnel(1990a),Garcia-

Mila and Mc Guire(1992), Eberts(1986,1990)などがある。

方，日本においても生産関数により直接的に公共資

本の生産力効果を分析する様々な研究が行われてきた

が，例えば，地域レベルの研究には浅子 ・常木(1995),

大河原 ・山野(1995, 1997)，楊光i朱(1997)，三井 ・竹

澤 • 河内 (1995) などがある 。

浅子・坂本(1994)は46都道府県（対象期間： 1975-

1988)で公共資本の効果に注目し， Meadeの仮説 ，つま

り公共資本は対価のいらない生産要素であるものとする

ことに甚づいて，公共資本の生産力効果を計測した。そ

の結果，公共資本の弾力性は0.1程度を若干上回る水準に

なったが，都道府県別公共資本の生産弾力性の計測値は

分散が大きかった14)。

大河原・山野(1995)は，47都道府県（対象期間： 1976-

1991)における地域総生産関数によるアプローチで公共

資本の寄与度を実証分析した。この分析で都道府県別の

総生産関数を推定し，県内の総生産と公共資本および民

間資本間の関係を検討した。その結果 ，民間資本は地域

生産に一貫して貢献 しなが ら上昇したが，公共資本の生

産力効果は81年から85年まで1.004であり，それ以外の期

間で0.004程度であ った。

楊光沫(1997)は，43都道府県（対象期間： 1965-1987)

における公共投資が資本スト ック として形成され，それ

が地域経済の発展に貢献する機能について ，Hansenの

仮説に甚づいて発展水準や発展速度別の分析を行った。

その結果，発展水準別にみると，公共資本の弾力性は ，

低成長地域が0.1636,平均成長地域が0.2116,高度成長

地域が0.1335と推定されたのである。

三井 ・ 竹澤 • 河内 (1995) は ， 46都道府県（対象期間：
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1965-1984)のクロス・セクシ ョン・データを用いて， 2

つの生産関数を仮定し考察した。その結果，他地域の公

共資本を考慮しない場合は，公共資本の生産に対するフ゜

ラスの効果を確認できなかったが，他地域の公共資本を

考慮した場合には，生産の公共資本弾力性の値は0.2から

0.25程度の値にな っている 。また，都道府県の地域公共

投資政策関数を用いて連立方程式体系として同時推計し

た。

(2) 公共資本の生産力効果の研究に関する批判的立場

これまで公共資本の生産力効果の研究に関する分析方

法として主として用いた「生産関数による直接な推計方

法」は，計量的な手法などに対し，次の 4つの問題点15)

をあげられる。

第 1に，資本ストックの集計データを推計する際に研

究者によ ってデータの推計値が異なるので，その分析の

結果にもバイアスをもたらす可能性があるという批判で

ある。たとえば，大河原・山野(1995)は公共資本の生産

力効果に関する浅子 ・常木(1994)分析について資本スト

ックデータの推計上の問題点を指摘した 16)。

第 2に，生産関数による推計の場合には毎年積み上げ

た民間資本ストックや公共資本ストックのデータを用い

るが，毎年の集計データが正確に同じ年の生産の成長に

寄与しているかどうかについて疑問が残る。そのような

関係には確率的なトレンドのために相関関係が強く ，統

計的なバイアスが生じる可能性が高いというのである17)0 

第 3に，生産関数による直接的な推計によって計測し

た公共投資の寄与度の計測値は ，地域の範囲によって分

散が大きく異なるため ，その係数の信頼度問題が指摘さ

れた。たとえば， Munnell(1990)は，米国の生産に対す

る公共資本の寄与度が時系列データで0.3くらいとなる

が，クロス・セクション・データでは0.15程度になった。

そのような寄与度の格差について， Munnellはクロス・

セクション・データの場合 ，地域の特性やspill-over効

果が寄与度に反映されなかったと解釈した 。 また，

Garcia-Mila(1992)も，米国でMunnellと類似したモデル

や分析方法を採ったが，集計データの地域範囲により推

計の結果はかなり異なったのである。

第 4に，地域の公共資本が生産性を向上させ ，生産活

動に影響を及ぼすため，所得が高いということではなく，

高い所得水準をもつ地域では多くの公共資本が形成 され

るようになるだろうということである。こうした逆因果

関係が弱いながらも存在するならば，計量分析上では，

同時方程式のバイアスの問題が起こる可能性もある。楊

光沫(1997)の日本に関する研究によると，公共資本（公共

資本）は所得水準が上がるにつれてより弾力的だという

分析結果がある。つまり ，日本にも因果関係により同時

方程式のバイアスの問題が起こる可能性が存在するとい

うのである 。 しかし，このような問題について三井•竹

澤 •河内 (1995) は ， 連立方程式体系である地域公共投資

政策関数を用いて同時推計した結果，同時性バイアスの

程度はそれほど大きいものではないと分析した。

その他，地域レベルでAschauerの見解を批判した研究

は， Hultenand Schwab(1991), Evans and Karras(1993), 

Holtz -Eakin and Schwartz(1995), Crihfield and Giertz 

and Mehta(1995), Crihfield and Panggabean(1995a, 

1995b)がある。

3 地域の成長構造モデルにおける展開の可能性

(1)公共資本の生産力と成長構造モデル

新古典派成長モデルでは，地域の成長を決定する主な

要因として技術進歩，資本，労働を挙げて説明し，この

ような 3つの要因が地域間に異なるため ，地域の成長格

差が構造的に生じるという可能性を理論的なレベルで議

論する。特に ，代表的な経済成長モデルであるソローモ

デルでは，自らのモデルの限界18)によ って地域間の成長

格差を説明することが難しくなるため，地域成長格差の

起る構造的な要因を労働や資本以外に考察する余地をも

たなかった。 しかし，近年になって「新・成長論」の観

点からソローモデルを見直し，生産性ショックとして人

的資本などを導入しながら条件付き収束の概念を用いる

ことで，地域間の格差を説明する研究が行われてきた。

本研究のモデルでは，前に述べたように新古典派モデル

の 3つの成長決定要因以外に，公共資本や人的資本，ま

た収束などを用いることで ，ある期間（たとえば0期から

T期まで）の成長決定の構造的な要因を考察できるとし

た。このような意味で本研究では「成長構造モデル」と

呼びたい。

一般的に公共資本の生産力に関する経済成長分析アプ

ローチは 2つある。第 1は投入と産出間の安定的な関係

を前提にして，経済成長と説明変数間に特定な関数形

（生産関数）が存在するものと仮定する 。そして，生産関

数のパラメーター値を推定し ，生産構造の多様な側面を

分析する方法である 。第2は，集計生産関数の存在を前

提するが，特定な関数の形のパラメーター値は推定せず，

生 産 関 数 と 関 連 し た 成 長 方 程 式 に 甚 づ い て Non-

parametric Index技法を使用して推定する方法である

[Hulten and Schwab(1991)］。そのうち，成長構造モデル

は，前者のアプローチに含まれる一つ方法である。

(2)批判者の立場からみた成長構造モデルの特徴

生産関数による直接的な推計方法に対して批判者の立
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場から指摘された限界を改善する様々な方法論的議論が

ある。Crihfieldのモデルも批判者の立場からみた一つの

試みである。

Crihfieldのモデルは，ソローモデルを見直したモデル

を用いて分析し，地域経済成長に影響を及ぼす成長決定

要因に基づいて，長期的な地域経済成長のメカニズムに

ついて説明した。特に，この中で公共資本が地域経済成

長にいかに影響を及ぼすかについて重点を置き考察して

いる 。Crihfieldのモデルの特徴は，以下の 2点である 。

①Crihfieldのモデルは，非集計データを使うので，集計

データ上のバイアス問題を少し改善することができる 。

たとえば，公共資本のデータの場合，推計されるストッ

クデータよりもフローデータを使って分析する。②この

モデルは，主に成長を決定する要因である民間資本，公

共資本，人的資本および労働によって経済が構造的に成

長し，そのときに成長収束に影響を果すことになってい

るので，成長決定要因が長期的な経済成長へ影響を及ぼ

す寄与度を把握することができる。

m地域の成長構造モデルと公共資本

1 モデルの展開

Mankiw, Romer, and Wei1(1992)は，成長モデルのフ

レームとして(3-1)のように提示しており，特にRomer,

D(1996)は (3-1)を「新・成長論」の一つの系譜である人的

資本の蓄積を強調するモデルとしてみなしている。この

モデルは人的資本を別に考慮すれば，コブ・ダグラス型

生産関数によるソロー(1956)モデルに類似である。

Q(t) = A(t)K" (t)Hc (t)L圧 C(t) 

a > 0, c > 0, a + c < 1 

Q(t)... A(t)F[K(t),L(t),Z(t),H(t)] 

(3-1) 

ある地域で公共資本から生じる生産性のショックは，

環境の創出(creationof atmosphere)の役割と 費用を負担

することなく 享受 される便益を生み出すので，（3-1）を (3-

2)として考えられる 。すなわち，地域の範囲の経済によ

って公共資本は一定の便益を発生し，対価のいらない生

産要素として仮定すれば，公共資本ストックを一つの生

産要素としてみなすことができる 19)。そして，（3-2）を

Cobb-Douglas型関数で表現すれば，（3-3）のようになる。

(3-2) 

Q:純生産， A:技術進歩， K:純民間資本， z:純公共

資本． H:人的資本， L:労働力

Q(t) -A(t)K" (t)Zb (t)Hc (t)L1-o-b-c (t) 

本研究では規模の経済が一定という仮定で展開する20)0 

L(t) -gL(t) 
． 

A(t) -rA(t) 

g :労働人口成長率， r ：技術進歩率（外生変数）

(3-4a)で gは地域の労働の生産環境に関連する労働力

の成長率である 。(3-4b)で rは，知識（技術）が指数的に

増大することを意味する。すなわち ，L(O)とA(O)をそれ

ぞれの時点 0における量とすれば，（3-4a)と(3-4b)から

L(t)=L(O)ざ， A(t)=A(O) ertが成り立つ。

本研究ではCrihfield・ Giertz ・ Mehta(1995c)の甚本式

と異なる方法で(3-7a)-(3-7c)を導出した。すなわち ，総

生産(QG(t)）の概念を用いてソローの一般式から (3-7a)-

(3-7c)を導出したのである。

KーふQG(t)-l,K(t) (3-Sa) 

Z ＝ふQa(t)-fJZ(t)
． 
H-ShQ孔t)-fJH(t)

(3-3) 

(3-4a) 

(3-4b) 

(3-5b) 

(3-5c) 

(3-5a) -(3-5c)ではソロ ーモデルと同様に，総生産

(QG(t)），生産の一定の割合が民間資本(K)，公共資本

(2)そして人的資本の投資（mを表す。すなわち，ふは

民間資本に充てられる産出量の割合，、ふは公共資本に充

てられる産出量の割合，ふは人的資本に充てられる産出

量の割合である。

q(t) = A(t)k0 (t)が(t)が(t) (3 -6) 

q=QIL k=KIL, z=ZIL, h=HIL, 

ただし k :一人当たりの純民間資本ストック， z : 

人当たりの純公共資本ストック

h :一人当たりの純人的資本ストック

まず， 一人当たり民間資本ストック (k)の場合を微分す

れば，

． ．． ．  ． 
k(t) .. 

K (t)L(t) -K (t) L(t) K(t) K (t) L(t) 
＝一

L2(t) L(t) L2(t) 
． 

ふQG(t)-bK K(t) L(t),,,., bK - -— - - -S1cq(t)-—-k(t)g(t) 
L(t) L(t) L(t) ~.' , L 

-S1cqG (t)-(g + <5)k(t) (3-7) 

(3-7)となる。

ここで簡略化のため，民間資本，公共資本及び人的資
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公共資本の生産力と地域経済成長

本の減価償却率(8)は同一と仮定する。(3-7a)は民間資本

ストック (k)を(3-7) のように解き，（3-7b)と(3-7c)関して

も， 2,りを (2-7)のような解き方によって導くことがで

きる 。

k(t)-Skqc(t)-(g +/,)k(t) 

z(t) = S沼c(t)-(g+ t,)z(t) 
． 
h(t) -ShqG (t)-(g + t,)h(t) 

(3-7a) 

(3-7b) 

(3-7c) 

定常均衡(steadystate value)でk=;=h=Oである。

k(t)，2(t)，h (t)に関する均衡の解を求める。

゜
る、'ヽでん含を味意
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このとき，（3-8a)-(3-8c)を (3-6) に代人して，持続状

態における労働者一人当たり生産量(q(t)=Q(t)/L(t)）の

対数値をとると，次のようになる。

1 rt a 
logq*(t)=~logA(O)+~+~logSk 

1-a-b-c ~', 1-a-b-c 1-a-b-c 

+ b logsz 
1-a-b-c 

c.  _ a+b+c 
logSh -~log(g+D) (3-9) 

1-a-b-c ~" 1-a-b-c 

q＊は（3-9）式によって与えられる持続状態におけるq(t)

の値としよう 。

q＊は定常均衡として持続状態の近傍では近似的に，収束

のスピードが以下の式によ って求められる。

d logq(t) 

dt 
＝入[iog(q*)-log(q(t))] (3-lOa) 

ただし，入は収束スピードである。式(3-lOa)は logq(t)が

log(q*）に指数級数に接近することを意味している 。ここ

で初期時点を 0,現在時点をTとおくと，この線形近似

のもとでは，

logq(t)C (1-e―),J)log(q*)+e力 log(q(O)) (3-lOb) 

が成立する 。(3-lOb)を tについて微分すれば， q(t)が

(3-lOa)に従って変化することは容易に確認できる 。 さら

に，この式の両辺からlog(q(O)）を引くと所得増加に関す

る次式が得られる。

log(q(t))-log(q(O)) =-(1-e―“)logq • -(1-e―入』）log(q(O)) (3 -11) 

(3-11)は条件付きの収束を意味することである 。つま

り，（3-11)は各地域の初期所得であるlog(q(O)）を両辺か

ら引くことにより，初期所得とその定常均衡との距離よ

って，それぞれの地域の収束速度を計測できるので，条

件付き収束を求めることができる。(3-11)式にe-Atをrに

置き換えると，（3-12)になる。

logq(t)-logq(O) = (l-1t)[logq * (t)-logq(O)] (3-12) 

(3-12)に(3-9)のlogq*(t)を代入することによって ，次の式

が導かれることになる。

(1-冗） （1-冗）rt
logq(t)-logq(O)一 logA(O)+ 

1-a-b-c ~''1-a-b-c 

(1-冗）a (1-冗泊
+ ~ log S k + ~ log S, 
1-a-b-c ~" 1-a-b-c 

(1→r)c （1ー冗）（a+b+c)
+ ~ log S,. -~ log(g + b) 
1-a-b-c -" 1-a-b-c 

ー（1-冗）logq(O) (3-13) 

2 モデル推定

(3-13) を用いて実証分析するときには，収束性の仮説

によって収束度のスピード（入）をlogq(0)の係数で求める

ことができる21)。 また，構造型パ ラメーター係数である

a, b, cは，誘導型のパラメーターの推計値によ って

求められる 。なお ，規模の経済は一定と仮定すれば，

log(Sk), log(Sz), log(Sh), log(o + g)の変数の誘導型パ

ラメーター合計を用いて実証的にCobb-Douglas仮説を検

討することができる 。そこで，本研究の実証分析では

Cobb-Douglasの制約をテストするために， Lk, Lz, Lh, 

Ldの合計がゼロであるという仮定に対して t検定を行

う。 (3-13) のモデルを用いて実証ができるように書 き

直すと，（3-14)のように表すことができる。

Lqi=a。+a1Lki + a2Lzi + a3Lhi _ a4Ldi _ a 5 Lqo1 

ここでao,a1, a2, a3, a4, asは誘導型のパ ラメーター

である 。この変数については ，表1で詳 しく説明されて

しヽる。

(3-13) の左辺は，ある任意の0期からt期までの一人

当た り経済成長率である。 したがって，この式は個々地

域の t期間の平均成長率が定常均衡の所得水準を決める

要因(Sk,Sz, Sh, 0 + g)および初期状態の所得水準(q(0)) 

から決定されることを示 している 。特に，右辺のasの係

数がマイナスであることは，「ある初期点の所得水準が

低い経済ほどその後の経済成長率が高く なる」ことを意

味している。これが「経済成長の収束」である。

市場が競争的で外部性がなければ，資本はその限界生
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産物に等しい報酬を受ける 。もし，資本がその限界生産

物分だけを収益として受け取っているならば，持続状態

上での資本への分配率は，（3-14)の構造型パラメーター

(a, b, c)で示される 。そして，このパラメータ ーの

値は産出の資本スト ック弾力性と呼ばれる。つまり 例を

あげるなら，もし aのパラメーターの値が小さければ，

資本投資の産出量への影響が小さくなると結論22)づけ

る。

3 データおよび変数

本研究で使ったデータは．主として「県民経済計算」か

らとったが．人的資本のみが，経済企画庁編の 「社会生

活統計指標」における最終学歴人口のを用いたものであ

る。分析の期間は1975年から 1993年までの18年間である 。

この期間の統計資料はほとんど整備されているが，徳島

県の就業者数のデータを欠いているため．ここでは徳島

県を除く 46都道府県のクロス・セクション・データに碁

づいて分析を行うことにする。分析の方法は，前述の(3-

14)式に都道府県のクロス・セクシ ョン ・データ を適用

し，主にOLSを用いてモデルの有意性を検討する。

次に，変数の説明は表1の通りである 。(3-14)式でLqI

は i地域の就業者一人当た り純生産の変化における対数

値であり， Lkiは総生産に占める民間投資のシェアの対

数値であり， Lziは総生産に占める公共投資シェアの対数

値である 。また ，Lhiは総生産に占める 人的資本投資の

シェアの対数値であるが ，人的資本のデータをとらえる

のが難しいので，総人口に占める最終学歴人ロシェアデ

ータを使っている 。Ldiは人口成長率と減価償却率を加

えた値（い g)の対数値であり，特に，減価償却率は ，

個々の地域で0.05として仮定している。Lqoiは一人当た

り初期の実質所得(q(O)）の対数値である。

ここで注意したいのは(3-14)式の目的変数(Lqi)が就業

者一人当た り純生産額ということである。本研究で労働

カの指標として就業者を選んだのは ，目的変数が産業総

合の労働生産性23)を示す変数を採用することによって公

共資本の生産力を地域の労働生産性の観点から明らかに

することができるのである。

表1 モデルの変数

変数 変数説明

従屈変数

説明変数

Lq (=Lq93-Lq75) : 1975-1993における県民純支出の変化

Lq93 : L O G (93年度県民純支出（実質）／就業者）

Lq75 : L O G (75年度県民純支出（実質）／就業者）

Lk: LOG（民間資本／県民総支出）。

県民総支出の中で公的（住宅＋企業設備十一般政府）部門である。75-93年間の平均値。

Lkc: LOG（企業設備／県民総支出）、ただし、企業設備は、 県民経済計算年報(1996版）

の県民総支出の中で企業設備（民間一住宅）。75-93年間の平均値。

Lz: LOG（公的資本／県民総支出）、ただし、公的資本は、県民経済計算年報(1996版）の

75-93年間の平均値

Lh: LOG（高校以上学歴者／総人口）。75-93年間の平均値。

Ld: LOG(g + o)地域の毎年人口成長率。75-93年間の平均値。

Lqo : LOG(1975年度県民総支出）

成長構造モデルから求められる構造型パラメーター：

方程式でLkから民間資本の弾力性(a)、Lzから公共資本の弾力性(b)、Lhから

人的資本の弾力性(c)、Lqoから収束速度（入）などのパラメーターを求められる。
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N 地域成長構造モデルの推定結果と解釈

1. 地域の記述統計の概要

地域別記述統計のイン プリケーシ ョン は，日本の都道

府県のデータを地域別に分類し，第川章で述べた地域構

造モデルの推定用モデルで用いた変数に重点を置いて表

す。

実証分析での地域間の区分24)は，北関東，南関東，東

海，近畿は大都市圏に属し，北海道，東北・北陸，中

国 ・四国，九州は ，地方圏に属して分かれる。特にここ

では大都市圏と地方圏を分けて時系列的データを碁に考

察することによ って80年代に目立った東京一極集中現象

とともに大都市圏の集積経済が強く機能することをあら

かじめみることができる。

表2の就業者一人当り実質所得（県内純生産）の成長率を

地域別でみると ，図lになる 。つまり， 75年から90年ま

で全国の就業者一人当り実質所得は増加し続けてきた

が， 91年からは減少してきた。また，大都市圏と地方圏

と比べると ，全国的な傾向として75年の時点に比べ91年

には大都市圏と地方圏の所得格差が拡大していることが

わかる。

表2 就業者一人当たり実質所得

75年 76年 77年 78年 79年 80年 81年 82年 83年 84年 85年 86年 87年 88年 89年 90年 91年 92年 93年

全国 3.05 3.14 3.25 3.42 3.50 3.56 3.61 3.67 3.75 3.88 4.03 4.11 4.28 4.49 4.65 4.77 4.81 4.74 4.72 

大都市圏 3.32 3.45 3.56 3.75 3.85 3.95 4.03 4.08 4.16 4.33 4.53 4.59 4.79 5.05 5.21 5.33 5.36 5.18 5.13 

地方圏 2.86 2.92 3.03 3.19 3.26 3.29 3.31 3.38 3.46 3.56 3.67 3.77 3.92 4.10 4.25 4.37 4.42 4.43 4.43 

（出所）「県民経済計算」により著者作成

図1 就業者一人当たり実質所得
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2
 

゜
75年 76年 77年 78年 79年 BO年 81年 82年 83年 84年 85年 86年 87年 88年 89年 90年 91年 92年 93年

表3は (3-13)式の主な変数を時系列データを甚に示し

たものである。その変数の中で地域圏別の就業者一人当た

り生産額の増加額(y93-y75)は，大都市圏では一人当たり

表3 地域圏別変数の統計概要

平均約251万円増加し，地方圏では一人当たり平均約208万

円の増加を示している。なお，分析の期間における就業者

の成長率(gp)は，大都市圏が地方圏よりも高くなっている。

(85年基準）

地域圏 地域 gq7593 gq7585 y75 y93 gp Sk Sz Sh tax 

i 
北関東 0.031 0.040 3.439 5.921 0.0105 0.215 0.093 0.383 0.028 
南関東 0 025 0.030 4 658 7.247 0.0202 0.218 0.065 0.475 0.040 

東海 0.030 0.034 3.773 6.347 0 0106 0 210 0.069 0.376 0.030 

近畿 0.025 0.030 4.231 6641 00096 0.210 0.077 0420 0.030 
北海道 0.024 0.025 3.681 5.599 0.0065 0.196 0.148 0.380 0.027 

地 東北 ・北陸 0 028 0.029 3.352 5.532 0.0052 0 215 0.113 0.350 0.026 
方 中国 0.029 0.029 3.535 5.895 0.0025 0.200 0108 0.408 0.025 

圏 四国 0.028 0.025 3.311 5.413 0.0023 0 211 0.114 0.373 0.026 

九州 0 029 0.029 3 301 5.447 0.0064 0.233 0.126 0.376 0.024 

平均 0 028 0.030 3.642 5.957 0.0079 0.215 0.101 0.389 0.028 

gq7593:就業打一人当たり実質＇ t産額の平均成長率(75-93年度）。

gq7585:就業者 一人当たり実質牛産額の平均成長率(75-85年度）。

y75: 75り渡就業者 一人当たり実質生廂紐(tii．位：白万円） 、投3:93ff度年度就業者-→）人当た り実質生産額（吊位： Fi万円）。

gp: 就業者の成長率(75年-93年）、 Sk：民間資本（設偏投賓／実質生性額）の平均値(75-93年度）。

Sz： 稔公共資本（総公共投惰／実質生所額）の平均値(75-93年/JI'.)。

Sh: 人的臼本（最終学歴／総人口）の平均値(75fド93年）O tax：地方税（地方税／実質生産顛）の平均値。
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成長構造モデルにおける成長の主要決定要因である民

間資本(Sk)，公共資本(sz)および人的資本(Sh)などの変数

をみてみよう 。民間資本(Sk)はすべての地域についてほ

ぼ類似した水準である 。 しかし， 公共資本(sz)の場合，

大都市圏は全国平均値より低く，地方圏は高い。 この現

象は，公共資本が民間資本より地域の政策的配慮によっ

て配分されたためであると理解できる 。 また，人的資本

(Sh)は南関東と近畿地域が高く，それ以外の地域は類似

水準である 。次に，大都市圏と地方圏で地方税の歳入と

公共資本間の関係をみると，地方税は地方圏より大都市

圏が高いが，公共資本(Sz)は大都市圏よりも地方圏が高

い。 これは地域に対する政府の公共投資配分政策が，公

平な所得配分を重視してきた結果といえる 。

2 成長構造モデルの推定結果

推定結果は，モデル(3-14)を碁に8つのケースに分けて

計測した。ケース 1' ケース 2およびケース3は，総固

定資本形成において民間部門における住宅と企業設備を

加えた総民間資本のデータを使って分析したものであ

り，ケース 1-1はケース 1に地域ダミ ーを加えて推計し

たものである 。特に，ケース 2とケース 3は，ケース l

と同じデータを使ったが ，このデータを表3の地域圏別

で分けて回帰分析したものである 。 また，ケース 4' ケ

ース 5およびケース 6は，前述した 3つのケースと同じ

データを使ったが，そのうち総民間資本のデータだけを

企業設備のデータに替 えて分析したものであり，ケース

4 -1はケース4に地域ダミーを加えて推計したものである。

表4 モデルの推定結果

成長構造モデルの推定結果である表4は，その結果を肯

定的側面から解釈できるが，疑問もある 。まず，このモ

デルの推定結果を肯定的に解釈すると，次の通りである。

モデルの説明係数(Rりは0.45前後で少し説明力が低いが，

モデル変数の符号条件を満たし，全体のモデル変数の有

意性を把握できるF値も 1％有意水準が満たされている 。

特に，ケース 1'ケース 4場合， C(定数項）， Lz（公共資

本）， Lqoの係数は， 1％の有意水準で有効である 。 この

ような理由から次の 4点における分析結果の有意性が考

えられる。

第1に，成長構造モデルにおけるLqoの変数は，収束速

度の測定および収束仮説をテストすることができる 。つ

まり，表4の入は収束速度を示したものである 。 このよ

うな収束性は持続状態を決定する変数等に影響を及ぼ

す。総民間資本の場合 ，ケース 1の収束速度は0.024であ

り，ケース 2,ケース3では地方圏の収束が0.0195,大都

市圏の収束は0.026である 。企業設備の場合（ケース4, ケ

ース 5, ケース6)にも収束性は ，総民間資本の場合と類

似した結果である 。たとえば，ケース 1の場合，収束速

度25)はt期から定常均衡まで，毎期平均0.024程度収束し

て行くので，均衡に調整されるまでには時間がかかるこ

とになる26)。

(3-14)式の誘導型パ ラメーター (a2)みると，収束速度を求

める汀と構造型パ ラメ ーターであるbとの関係があるの

で，大都市圏や地方圏で収束速度と地域経済成長 との関

係があると考えられる 。推計結果では収束速度は大都市

圏のほうが地方圏よりも高くなっていることを確認できる 。

変数 ケース l ケース 1- l ケース2 ケース3 ケース4 ケース4- l ケース5 ケース6
(Benchmark) （地域ダミー） （大都市圏） （地方圏） (Benchmark) （地域ダミー） （大都市圏） （地方圏）

データの特性 総民間資本 総民間資本 総民間資本 総民間資本 企業設備 企業設備 企業設備 企業設備

ao(C) 0.45(2.35)* 0.46(1.76) 0.479(1.418) 0 475(1.78) 0.50(2.5)* 0.51(184) 0.353(0.898) 0.527 (2.01) * 

a1(Lk) 0.066(1.07) 0.105(0.77) -0.114(-0.349) 0.165(1.26) 0.073(0.90) 0.079 (0. 77) -0.1308(-0.512) 0.108(1.36) 

釦 (Lz) -0.192(-4.1)** -0.211 (-3 05) ** -0.170(-1.363) -0.156 (-2.31) * -0.178 (-4.09) * * -0.19(-3.03)** -0.188 (-1.987) -0.162(-2.51)* 

釦 (Lh) 0.169(1.30) 0.148(0 78) 0.085(0 305) 0.209 (1.31) 0.18(1.427) 0.17(0.19) 0.076(0.276) 0.208(1.34) 

a4(Ld） -0.0264(-0.22) -0.21 (-0.13) -0.091 (-0.311) -0.068(-0 41) -0.029((-0.018) 0.015(0.1) 0.030(0 131) -0.011 (-0.041) 

釦 (Lqo) -0.633 (-4.87) * * -0.62(-3 6)** -0.657(-2.71)* -0.555 (-3.33) * * -0.609(-4.86) ** -0.587 (-3.62) ** -0.657 (-2.71) * -0 545(-3.59)** 
R2 0.45 0.47 0.44 0.51 0.45 0 47 0.44 0.53 

F 6.54 ** 2 20 2 02 4.39** 6.58 ** 2 20 2.07 4.77** 

a 0.098 -0.114 0.223 0.107 -0.316 0.155 

b -0.28 -0.371 -0.211 -0.26 -0 454 -0.232 

C 0.25 0.186 0.283 0263 0.184 0.298 

入 0 024 0.026 0.0195 0.023 0.026 0.019 

Cobb-Douglas 168* 1.77* 1.72* 1.68* 1.77* 1.72* 

（）の中では t値、 R2は 決定係数。＊は 5％有意水準、＊＊は 1％有意水準で有意を意味する。

a, b,c心は構造型パラ メーターとして誘導型のパラメーターの推定値によって求められる。

第 2に，本研究の分析結果で求めた生産要素の分配率

(a,b,c)は，生産要素の報酬により経済成長に果たす影響

も把握できる 。人的資本と労働の分配率は民間資本や公

共資本の分配率よりも 高い。 これに対して公共資本の分

配率(b)は，すべてのケ ースで統計的には有意であるが ，

その係数の経済成長に対する寄与度は， 否定的結果を示
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している。このような公共資本の否定的な結果は，長期

的に生産活動の生産性の向上に公共資本の影響がほとん

どなかったことを表わす。この結果からみると，地域に

おいて公共投資は，公共資本の長期的な生産性を重視せ

ず，短期的経済効果に重点を置いて配分されてきたため

であると考えられる。つまり，この時期の公共投資が地

域の生産活動における長期的生産性向上を目的として分

配されたとはいえない。 したがって，公共資本の地域産

業への生産力効果に対する影響は少ないので，公共資本

が増加したにもかかわらず，長期的な地域経済成長には

その役割を果すことが少なか ったと解釈できるのであ

る。

第3に， ao(C)は，一定率の技術進歩とは別に地域の環

境，制度などの地域の特性を表わしたものである。特に ，

地域経済成長を決定する要因のなかで誘導型パラメータ

-aoは分析結果の定数項(C)であり，この係数は有意な

結果にな っている 。つまり，地域経済成長は，公共資本

ではなく ，定数項の中にある他の要因によ って大きな影

響を受けるという可能性が考えられる 。それに関連して

最近では， 地域間の生産性格差が生じる問題について地

域の規模の経済や集積(agglomeration)などを重要視する

研究27)が行われてtヽる。また， T.Palivos and P. Wang(1996) 

は，集積(agglomeration)による人的資本の外部経済性が

求心力になる一般均衡モデルを作って都市成長と経済成

長の相互関係を明らかにしている。

そこで，本研究の(3-14)のモデルでも， 人的資本(Sh)を

企業にと って対価が要らない潜在的生産要素として取り

入れ，地域成長を決定する要因として分析する 。たとえ

ば，ケース 1の場合，人的資本の変数は0.25(t値は1.30)

で他の説明変数よりも寄与度が高くな っている。

第 4に，大都市圏と地方圏のケースについて考えてみ

ると，大都市圏のケースは統計結果が有意ではなかった

が，地方圏のケ ースは決定係数(Rりが高く， F値も有意

である。本研究のモデルは地方圏においてより 当てはま

るものであり，説明力が高tヽ ことが確認できる。

次に，成長構造モデルによる推定結果が疑問視される

側面が以下の 2点である。

第 1に，表4-3で示されたようにモデルのフィットネ

スを示す決定係数(Rりがすべてのモデルで0.45程度にな

り，従属変数に対する独立変数の説明力が十分ではない

という点である。

第 2に，このモデルのケース 1- 1とケース4-1は，

地域ダミー変数を加えて分析した結果， F値が有意では

ない。 しかし，ケース 1のデータを大都市圏と地方圏に

分けて分析した結果， F値は地方圏だけが有意となり，

大都市圏では有意ではなか った。これは，成長構造モデ

ルの前提になる地域間の収束性が地域に働きかけていた

が，大都市圏では，産業集積により規模の経済が強く働

きかけて地域間の収束性が否定 される可能性がある。こ

の原因により大都市圏（ケース 3, ケース 5)の推定結果

の有意性が低く，この場合にはモデルが否定される可能

性がある。

V おわりに

本研究は公共資本が地域の生産活動を向上 させ ，長期

的な地域経済成長にいかに寄与するかということに重点

を置いて考察した。つまり．公共資本を地域生産活動に

おける構造的変数として扱って地域経済成長との関係を

明らかにしたのである。

成長構造モデルによる分析結果は．モデルの決定係数

(Rりが低 く，いくつかの点での疑問視さ れるが ，モデル

の符号条件を満たし． F値が有意なので，統計的に有効

な結果を得られた定数項 ，公共資本 ，収束速度などの変

数に基づいて肯定的に説明することができる。この肯定

的な解釈により分析結果を解釈すれば，以下の 3点があ

げられる 。①公共資本は長期的な地域生産活動の生産力

の向上にあまり影響がなか った。また，大都市圏と地方

圏のような地域圏ごとによりその生産力効果が違う可能

性が高いといえる。②地域経済成長の構造変数として公

共資本は， 地域圏の収束性と密接な関係があり ，特に，

条件付き収束性により 地方圏において ，より 説得力がも

つことを確認した。③公共資本は， 地方圏で地域間格差

を収束する要因として働いているが，地域生産の成長に

大きく影響を及ぼす決定要因ではない。地域生産におけ

る主な成長要因は，公共資本ではなく，定数項の中で他

の要因によ って影響を受ける可能性が高い。たとえば，

人的資本や地域の集積などをあげることができる。特に ，

人的資本の係数は統計的に説明力が不十分ではあるもの

の，経済成長に対する肖定的な結果があることを示唆し

た L•

本研究は様々な限界を有している。第 lに，成長構造

モデルは地域間の生産要素の移動や地域間のspillover効

果をモデルの中では明記せずにモデル分析を行ったの

で，公共資本の生産力効果が低く評価される可能性が高

いこと 。第 2に，本研究では地域の公共資本における産

業関連型や生活関連型の公共資本の生産力効果が異なる

にもかかわらず，これを区分して分析しなか ったため，

具体的に公共資本の性格による生産力効果がみえにくい

こと 。第 3に．近年 ．日本の公共資本の生産力効果を計

測する様々な研究28)において，規模の経済の収穫が一

定ではなく，収穫が逓増するという結果が出ているが，

， 
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本研究では規模の経済において収穫一定を仮定 している

ことである。

今後の研究課題は ，地域間の生産要素の移動や地域間

のspillover効果を ，モデルの中で取り組んで分析し ，公

共資本の性格により区分して生産力効果を計測する。特

に，モデルの限界で述べたように実体とずいぶん異なる

強いモデル仮定については ，緩和して分析することが求

められる。

さらに ，1980年代の産業構造の変化が地域経済システ

ムが新しい経路をに載せたとする場合，研究の地域区分

や時期によ って異なる分析結果が出る可能性がある 。よ

って ，これは今後の課題としたい。
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（注）

1)天野(1987)のp.4~7では社会資本整備に関する基本政策を次のような 3つの時期に分けて考えた。戦争復興期(45年～55年），高度成長期

(56年～70年），調整期(70年～75年），安定成長期(75年～現在）。

2)細江(1997)p. 7 ~ 8では近年の日本の公共投資について説明している。

3)坂下・鄭(1995)は1980年代に産業構造の大変化が地域経済システムを新しい成長収束経路に載せたという考えを提起した。

4)公共投資の役割は ，短期的にはフローとして景気や雇用を刺激して国民所得の上昇をもたらすことによって国民経済の安定化を図るにあ

る。それと同時に，長期的には公共投資が積み上げられ，ストックに転じる。ストック化した社会資本は生産環境の改善による生産性と生

活環境の改善により生活の質の向上を図るものと考える 。特に，社会資本が長期的に経済生産活動を間接的に支えることを社会資本の「生

産力効果」と言 う。

5)この研究者としてはAH. Munnel(1990a), Costa,Ellson,Martin(1987)などがいる。

6) Ashauer(1989)の研究は， 1970年代以来の米国における生産性上昇率の鈍化に関し，十分な社会資本整備がなされなかったことが大きな原

因であるとする主張に根拠を与えるものであった。Ashauer(1989)の研究を評価した日本語の文献としては， 三井・太田(1995)がある。

7)竹中石川(1991)は伝統的な成長論に対する見直しとして「新・成長論」と述べている。また，棲本他(1997)の論文でも ，経済成長理論の分

野における “NewGrowth Theory"としている。その経済理論の進展については ，内生的経済成長理論の展開に特に着目している。この理

論は， 1960年代に一つ潮流を築いた経済成長理論を動学的新古典派経済成長理論の枠組みで復活したものであり，いわゆる最適成長理論の

中で成長制約因子として人口や資本蓄積が，何らかの内生的なメカニズムを通じ ，量的，質的拡大が生ずることによって，生産可能性フロ

ンテアを拡大させることを明らかにしたものである。

8)福田・神谷・外谷(1995)は，東アジアの成長に果たした人的資本の役割という研究のうちに，政府教育支出とその他の政府支出の役割に

ついて検討した。

9) Cobb-Douglas生産関数規模の経済性は， 生産要素が労働と資本の場合では労働と資本の寄与度の合計が lとしてテストする。また，この

ように 2つの生産要素に社会資本を加えた関数の場合では，労働，資本そして社会資本の寄与度の合計が 1という仮定に甚づいてテストす

る。そこで，社会資本の生産要素として役割を検討している。

10) Hulten and Schwab(1991)の展開は，社会賓本を含む生産関数が，規模に関する収穫(returnof scale)が不変であるということを仮定する

のではなくて，これ以外にも資本の集積による収穫逓増が生じる可能性を示唆した。特に彼らのモデルでは，範囲の経済により社会資本か

ら生じる 一定の生産性が生産関数の中で生産要素として含まれる過程を示されている 。特に，資本の収穫逓増についてRomer(1986),

Lucas(1988), Aschauerなどは， 資本ス トックの規模の経済(scaleeconomies)に対する外部経済性の存在を理論的に認識し，議論してきた。

11)奥野他(1994)による社会資本と公共投資の分類

社会資本 それ以外の資本

公共資本（一般政府・公企業） 道路、港湾、空港、環境衛生、上下水道、
印刷、駐車場、林野、観光、施設など

治山治水、都市計画、地下鉄、文教施設、

公営住宅、厚生福祉など

印刷、駐車場、林野、観光、施設など

民間資本

民間資本 私鉄、通信、電力、ガス、航空など 民間の般企業の資本

（出所）奥野他(1994),『社会資本と経済発展』， p.5より 。

12) Aschauerの見解による社会資本整備を促進すべきという主張は，政府の役割を重視するという点では米国の民主党の伝統的な考え方に

近いものであって，クリントン政権によって，財政赤字の削減が重要課題である中にあっても，取り入れられることとなった［太田(1995)］。

13)本稿で「生産関数による直接的な推計方法」というのは，社会資本を一つの生産要素としてみなし，この社会資本を含んでいるCobb-

Douglas生産関数を用いて回帰分析を行い，生産について生産要素の寄与度を求める方法である。特に，この方法は資本ストックの集計デ

ータを推計し，このストック量が生産に貢献する効果を計測するものである。

14)大河川・山野(1995)は浅子他(1994)の研究を例としてあげ，社会資本の生産力効果の推定に関する欠点を指摘した。たとえば，地域の社

会資本の弾力性は鳥取県の0.011から愛知県の0.633まで推計値の分散が大きいということを指摘している。

15)計量的な手法に関する問題点については，日本で太田(1995)の p.7-8で言及し，米国ではA H. Munnel (1992b)が自身の論文(1990b)に対

する批判に答えて，分析上の問題点を指摘している。

16)浅子が推計したデータの問題点を指摘し，このデータを使用する際に十分な注意が必要になるので，この推計結果にもある種のバイア

スをもたらしている可能性のあることを提起した。このような資本ストックにおいて集計データの推計上の信頼度については三井 ・竹澤・

河内(1995)も指摘している。

17)大河原・山野(1995)は社会資本の生産力効果の推計値を1976年から 1991年まで各年について出している。 しかし，各年の社会資本の増加

分が同年の直接的に生産活動に寄与してその推計値の通り生産力効果を正確に計測できるかについて疑問視される。たぶん，毎年の社会資

本の増加分に対する生産力効果は生産の潜在的な効果なので，その効果が発揮されるまでには一定の期間が必要となる可能性が高い。また，

毎年積み上げるストックデータを使うために，確率的なトレンドにより統計上のバイアスが起る可能性も存在する。

18) Mankiw, N. G., D Romer, and D. N. Weil(1992) "A Contribution to the Empirical of Economic Growth," The Quarterly Journal of 

Economics, 107,411. 

19)モデル式に社会資本の変数を含むのは議論があるが， Aschauer(1989),Holtz-Eakinand Schwartz(1995)，浅子・常木(1994)を参照した。

20) J. B. Crihfield, J. F. Giertz, and S. Mehta (1995)では生産関数の労働のパラメーターが1-a-b-cでモデルを展開し，規模経済が一定と仮定し

た。 しかし， J.B.Crihfield and M. P.H. Panggabean(1995a, 1995b)の場合，労働のパラメーターが R-a七cでモデルを展開し， Rは規模経済を

表わしている変数と見なしている。ところで，もし労働のパラメーター (1-a-b-c)が「R-a-b-c」になれば， Rは規模の経済のパラメーターを示
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すことができる。たとえば， R=lでは規模の経済が一定， R>lでは規模の経済が逓増， R<lでは逓減を示される。

21)収束度のスピード（入）は，入＝一log(1r)/tで求めることができる。

22)この結論は，次のような 2つの直観的な解釈が可能である堀・岩成・南條訳(1998)p.141を参考。まず， aのパラメーターが小さいこと

は現実の投資に対応するsf(k)線の曲がり具合が大きいことを意味していると解釈できる。その場合，投資曲線を上方にシフトさせても同曲

線と平衡投資を表わす直線との交点は，あまり動かずに資本ストック自体が増加しない。もう lつの解釈は， aのパラメーターが小さいこ

とが，そもそも資本ストックが産出量に与える影響が小さく ，k* が変化しても y*に小さな影響しか与えないことを意味しているというも

のである。

23)産業総合の労働生産性は，各産業の労働生産性と産業別職業構造によ って決定されることになる。

24)ダミー変数としての地域の区分は，吉野・中野(1994)による分類を用いた。 また，圏城別都道府県の区分は，自治省大臣官房地域政策

研究室(1989)「行政投資実績」地方財務協会の分類によって行われた。

地域圏 ダミー変数

大都市圏 北関東：茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県

南関東：埼玉県、千薬県、東凩都、神奈川県

東海：静岡県、岐阜県、愛知県、 二重県

近 畿：滋賀県、示都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

地方圏 北海道：北海道

東 北・北陸：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新褐県

富山県、石川県、福井県

中 国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県

四 国：徳島県、香川県、愛媛県、高知県

九 州：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、 宮崎県、鹿児島県

沖縄県

25)収束速度がゼロになると，調整する収束がないので，経済は持続状態になる。

26)収束速度と持続状態への調整期間との関係については堀・岩成・南條訳(1998)p.26やHoltz-Eakinand Schwartz (1995)のp.36を参考。

27)そこで，地域生産の成長に大きく影響を及ぼす決定要因は，社会資本ではなく ，定数項の中のある他の要因によ って影響を受けるかも

しれないと考えることができる。それに関連して最近では地域間の生産性格差が生じる問題について地域の規模経済や集積(agglomeration)

の問題が重要視されてきた。たとえば， KomeiSasaki(1985)は，総要素生産性げFP)の指標で特に，日本で地域差の属性として媒積，経済規

模潜在力の変数を用いて技術水準の地域間格差を計測した。また， Beeson(1987)は，米国の地域間には集積に格差があり，これが総要素

生産性(fFP)の成長格差に影響を及ぼすことを強調した。

28) E:I本で社会資本の生産力効果について研究した大河原・山野(1995)などは現実の規模経済に関して収穫逓増を示 している。
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